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ⅠⅠ．平成．平成１８１８年度年度 中間中間決算の概要決算の概要



１１．平成．平成１８１８年度年度 中間中間決算の概要決算の概要

18年3月期 17年9月期
（ａ）

18年9月期
（ｂ）

増減

（ｂ）－ （ａ）

業務粗利益 ４８９

４３５

６５

▲１０

３５９

１８０

１６０

１３８

▲５

１３５

▲２５

７９

１１０

▲１０

９９

５４

２４７ ２３１ ▲１６

資金利益

役務取引等利益

その他業務利益 ▲２ ▲１６ ▲１４

人件費 ９１ ９１ ▲０

物件費

一般貸倒引当金繰入額 ▲９ ▲４ ＋５

業務純益 ７４ ５３ ▲２１

不良債権処理額

特別損益 ▲８ ▲２ ＋６

１９ ７ ▲１２

３１ ３３ ＋２

経費 １８１ １８１ ▲０

８０ ８０ ＋０

臨時損益 ▲１ ▲１ ＋０

経常利益 ７２ ５２ ▲２０

（中間）純利益 ３７ ３０

▲５

▲５

▲１５

▲７

２１８ ２１３

コア実質業務純益（※） ６８ ６３

税引前（中間）純利益 ６４ ４９

＜主な要因＞

（単位：億円）
平成１８年度中間決算は、預かり資産の販売促進、信用コストの減少などにより３０億円の中間純利益を計上。

不良債権処理額などの与信コスト
が８億円減少

投信関係手数料が２億円増加

１０ ▲８

※銀行の本来業務で計上された利益
（債券関係損益を除く利益）

1

２

金利リスク圧縮への取組みにより、
債券関係損を１３億円計上

７３

貸出金利息は１億円増加したが、
有価証券利息は債券残高の減少
により５億円減少



２．預金２．預金・総預かり資産・総預かり資産の状況の状況

25,000

26,000

27,000

28,000

29,000

30,000

15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 18/9末

預金 公共債 投資信託 個人年金保険
（億円）

●総預かり資産残高（預金＋預かり資産）の推移

預金残高は２兆６，３２３億円となり、１８年３月期末比５６７億円の増加。
また、総預かり資産ベースでも１８年３月期末比９４４億円の大幅増加となり、残高が３兆円を突破。

（預金には譲渡性預金・外貨預金も含む）

2

預かり資産・・・公共債、投資信託および個人年金保険

25,598

25,908

25,963

25,756

26,323

25,000

25,500

26,000

15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 18/9末

●預金残高の推移

（億円）

26,753

27,628

28,470

29,057

567億円増加567億円増加
総預かり資産残高

3兆円を突破
総預かり資産残高

3兆円を突破 30,001

預かり資産
3,678億円
預かり資産
3,678億円

預かり資産
3,301億円
預かり資産
3,301億円



３．貸出金の状況３．貸出金の状況

（億円）

●総貸出金・国内コア貸出金残高の推移

●中小企業等向け融資への取組状況

（１８年９月末現在）

18,344

18,153

16,818

18,604

17,497

200

209

700

500

16,500

17,000

17,500

18,000

18,500

19,000

16/9末 17/3末 17/9末 18/3末 18/9末

国内コア貸出金 本部貸出

中小企業向け融資や個人向けローンへの積極的取組みにより、国内コア貸出金は前中間期末比４５１億円増加。
総貸出金減少は、余資運用の一環としての本部での貸出を国内コア貸出金に振り向けたことによるもの。

中小企業等向け貸出金
1兆2,472億円

総貸出金に占める割合67.0%

大・中堅企業
2,975億円
（16.0%）

地公体等
3,156億円
（17.0%）

3

17,518

18,353

18,844

17,706

18,604

本部貸出の
運用形態を見直し

本部貸出の
運用形態を見直し

国内コア貸出金
４５１億円増加

国内コア貸出金
４５１億円増加

※国内コア貸出金：

国内総貸出金から本部貸出金を除いたもの



687

3,477

4,491

2,908

3,942

4,238

4,600

688

675

621

635

640

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 18/9末

住宅ローン 一般ローン

３．貸出金の状況３．貸出金の状況

FAX
15.1%

店頭
38.4%

電話
37.6%

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
6.5%

郵便
2.4%

FAX
13.4%

店頭
33.0%電話

33.0%

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
19.1%

郵便
1.5%

●個人向けローン残高の推移

個人向けローンは、住宅ローンを中心に １８年３月期末比１０８億円増加と順調に推移。

受付チャネルの多様化・スピード審査体制の確立等、お客さまのニーズに合わせた施策を今後も継続して実施。

4

●フリーローン（オートローン、教育ローン等含）
受付チャネルの変化

【１７年度上期】

【１８年度上期】

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる受付が大幅に増加ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる受付が大幅に増加

（億円）

5,179
5,288

4,914

4,583

4,113

3,530



４４．福島県内．福島県内におけるにおけるシェアシェア（預金）（預金）

37.9%

18.5%

6.6%

4.6%

12.7%

38.0%
36.1%

37.9%37.8%
37.6%

18.3% 18.4%

20.7%

18.4% 18.6%18.6%

19.8%19.7% 19.7%
19.8% 19.7%

6.8% 6.5% 6.6% 6.6% 6.7%

3.2%
4.3% 4.4% 4.5% 4.6%

14.6%
13.2% 12.9% 12.8% 12.6%

0%

10%

20%

30%

40%

10/3末 16/3末 16/9末 17/3末 17/9末 18/3末

当行

第二地銀

信用金庫

信用組合

労働金庫

その他

●福島県内預金シェア（郵貯・農協・政府系金融機関等を除く）

福島県内の預金シェアは３７～３８％の間で安定的に推移。

5



４４．福島県内におけるシェア．福島県内におけるシェア（貸出金）（貸出金）
個人向けローンの増加等により当行の県内貸出金シェアは順調に上昇。
法人・個人向け貸出金の推進強化により県内シェア４０％を目指す。

●福島県内貸出金シェア（農協・政府系金融機関等を除く）

37.8%

20.7%

15.7%

7.1%

13.1%

36.2% 36.6%
33.1%

36.2% 37.0%

21.1%21.0%

22.9%
21.5%

21.1%

15.9%16.0%16.2% 16.2%

16.8%

7.3%7.3%7.4%7.4%7.3%

5.6%5.6%5.5%5.5%5.2%

2.7%

13.1%13.4%13.2%
14.0%

17.2%

0%

10%

20%

30%

40%

10/3末 16/3末 16/9末 17/3末 17/9末 18/3末

当行

第二地銀

信用金庫

信用組合

労働金庫

その他

6



５５．．資金利益の状況資金利益の状況

224
213

216216 218

176 174 176 176 177

4650515257

0

50

100

150

200

250

16/上 16/下 17/上 17/下 18/上

資金利益
国内コア貸出金利息
有価証券利息

0

3,000

6,000

9,000

16/9末 17/3末 17/9末 18/3末 18/9末

国債 地方債 社債 株式 その他

（億円）

●資金利益の推移

7

金利リスク圧縮の観点から債券残高の圧縮を進めた結果、有価証券利息は前中間期比５億円の減少。
一方、国内コア貸出金利息については、本支店一体となった推進により前中間期比１億円の増加。
また、円建債券の平均残存年数も2.84年まで低下。

●有価証券ポートフォリオの構成推移

（億円）

（年）
●円建債券平均残存年数推移の状況

8,950 8,4638,9289,108

7,275

2.84

3 .323.44
3.50

3.98

2.5

3.0

3.5

4.0

16/9末 17/3末 17/9末 18/3末 18/9末



６６．役務取引等利益の状況．役務取引等利益の状況

9,362
8,850

10,457
9,923

8,367

4,429 4,3734,176

6,584

4,556

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14/3期 15/3期 16/3期 17/3期 18/3期 19/3期

収益 利益

79 106 67 78 94

251
309 415

588

705

72

149
139

62

63

0

200

400

600

800

1,000

16/上 16/下 17/上 17/下 18/上

公共債 投資信託 個人年金保険

●役務取引等収益・利益の推移

（百万円）

●預かり資産関連手数料の推移

お客さまのニーズに合った預かり資産の販売により、１９年３月期における役務取引等利益は１８年３月期比
３億円の増加見込み。

（百万円）

8

（注）１８/３月期から、当行の関係会社へ支払う事務委託料の計上方法を「役
務取引等費用」から「物件費」へ変更しております。

403

564 622

726

863

見込

10,931

6,909
18/上
5,341

18/上
3,359



89 91

80 80

9 9
9 9 9

92 89 91

74 76 80

0

40

80

120

160

200

16/上 16/下 17/上 17/下 １8/上

人件費 物件費 税金
●経費の推移

（億円）

お客さまの利便性や、お取引の安全性向上を目的とした積極的な投資の実施等により、経費は前年同期比
横這いとなった。

７７．．経費の状況経費の状況

（注）１７/上期から、当行の関係会社へ支払う事務委託料の計上方法を「役務
取引等費用」から「物件費」へ変更しております。

176 175
181 178 181

・ローン専門店の新設、リニューアル

・ＩＣキャッシュカード導入に伴うシステム更改

・新手形管理システムの導入

・ローン専門店の新設、リニューアル・ローン専門店の新設、リニューアル

・ＩＣキャッシュカード導入に伴うシステム更改・ＩＣキャッシュカード導入に伴うシステム更改

・新手形管理システムの導入・新手形管理システムの導入

１８年度上期に実施した主な大型案件１８年度上期に実施した主な大型案件

9



165 164 167

430 424 437

521
434 390

252
170

506

871

473 529

495

533

503

0

500

1,000

1,500

2,000

14/3末 16/9末 17/3末 17/9末 18/3末 18/9末

要管理債権 危険債権 破産更生債権等

6.73
6.02

5.37 5.29

7.11

10.35

4.053.974.36
5.01

9.08

5.26

3

6

9

14/3末 16/9末 17/3末 17/9末 18/3末 18/9末

不良債権比率

仮に部分直接償却を実施した場合の比率

●金融再生法開示債権の推移

（億円）

●金融再生法開示債権比率の推移

地域金融機関の機能を活かした企業経営支援や事業再生支援、地域経済活性化に向けた様々な取組みにより、
不良債権は1,000億円を下回る水準となった。

８８．．不良債権の状況不良債権の状況

（％）

※部分直接償却とは

「破産更生債権等」について、回収困難と認められる額に対し個別貸倒
引当金の計上ではなく、貸倒償却として債権額から直接減額すること。

１０

1,873

1,258
1,204

1,117
1,023 994



９９．．自己資本比率（単体）の状況自己資本比率（単体）の状況
自己資本比率については、内部留保の拡充により、国内基準４％を大きく上回る１０．７０％。ＴｉｅｒⅠ比率に
ついても８．７２％の水準を確保するとともに、ＴｉｅｒⅠに占める繰延税金資産比率も着実に低下。

●自己資本比率の推移

8.71

10.27

10.40
10.61

8.96

10.70

8.72

8.43
8.61

8.35

7.94

8.20

7.5

8.0

8.5

9.0

9.5

10.0

10.5

11.0

16/3末 16/9末 17/3末 17/9末 18/3末 18/9末

自己資本比率 ＴｉｅｒⅠ比率
（％）

●自己資本の内訳と繰延税金資産比率
（億円）

18年3月末 18年9月末 前年度末比

自己資本 １，３５８ １，３８３ ＋２５

ＴｉｅｒⅠ １，１０３ １，１２７ ＋２４

繰延税金資産

ＴｉｅｒⅡ（※）

１８９ １７１ ▲１８

２５５ ２５５ ±０

ＴｉｅｒⅠに占める
繰延税金資産比率

１７．２１％ １５．１９％ ▲２．０２％

※ＴｉｅｒⅡ：一般貸倒引当金・土地再評価差額および劣後社債等

ＴｉｅｒⅠ＝中核自己資本

１１



１０１０．平成１．平成１８８年度の業績見通し年度の業績見通し

17年度 18年度見通し 増減

業務粗利益 ４８９ ４７９ ▲１０

資金利益

役務取引等利益

人件費 １８０ １７９ ▲１

物件費

一般貸倒引当金繰入額 ▲５ ▲４ ＋１

業務純益 １３５ １２１ ▲１４

不良債権処理額

特別損益 ▲１０ ▲５ ＋５

７９ ２７ ▲５２

６５ ６９ ＋４

経費 ３５９ ３６１ ＋２

１６０ １６４ ＋４

臨時損益 ▲２５ ▲１６ ＋９

経常利益 １１０ １０５ ▲５

当期純利益 ５４ ６０ ＋６

▲５

▲７

０

４３５ ４３０

コア実質業務純益 １３８ １３１

税引前当期純利益 ９９ ９９

（単位：億円）

＜主な要因＞

平成１８年度は、県内貸出への積極的な取組みや、預かり資産の増強に努める一方、不良債権処理額の減少
等を要因として、最終６０億円の純利益となる見通し。

貸出金の増強による貸出金利息
の増加を見込むが、有価証券利息
の減少などにより減益見込み

預かり資産関連手数料等の増加
を見込む

７３ ２２ ▲５１
資産健全化の促進により、
信用コストは減少する見込み

最終６０億円となる見込み

１２



ⅡⅡ．．中期経営計画中期経営計画
「「TOHOTOHO躍進プラン躍進プラン20062006」への」への

取組み状況取組み状況



１１．中期経営計画．中期経営計画「ＴＯＨＯ躍進プラン「ＴＯＨＯ躍進プラン20062006」」の体系図の体系図

目指すべき銀行像（長期ビジョン）目指すべき銀行像（長期ビジョン）

株主の皆さま株主の皆さま お客さまお客さま
市 場
市 場地 域地 域

２１世紀のベスト・リージョナルバンク
～お客さま・地域からの信頼に応え、市場・株主からも高く評価される金融グループ～

中期経営計画中期経営計画

名称：ＴＯＨＯ 躍進プラン ２００６
【計画期間：平成18年4月1日～平成21年3月31日】

メインテーマ：「地域における存在感」・「企業価値」の向上に向けて ～１５０週の挑戦～メインテーマ：「地域における存在感」・「企業価値」の向上に向けて ～１５０週の挑戦～

計数的な計画（最終年度）計数的な計画（最終年度） 経営指標（最終年度目標）経営指標（最終年度目標）

●当期純利益 ７５億円
●コア実質業務純益 １７０億円
●ＲＯＥ ６％程度
●自己資本比率 １１％程度

●当期純利益 ７５億円
●コア実質業務純益 １７０億円
●ＲＯＥ ６％程度
●自己資本比率 １１％程度

●県内貸出金シェア ４０％目指す
●消費者ローン残高 ６，０００億円
●投資商品残高 ６，０００億円

●県内貸出金シェア ４０％目指す
●消費者ローン残高 ６，０００億円
●投資商品残高 ６，０００億円

トップライン強化プラントップライン強化プラントップライン強化プラン 地域活力サポートプラン地域活力サポートプラン地域活力サポートプラン ガバナンス強化プランガバナンス強化プランガバナンス強化プラン働きがい倍増プラン働きがい倍増プラン働きがい倍増プラン

重点プラン重点プラン重点プラン

１３



54

75

17年度 20年度

億円

２２．中期経営計画の．中期経営計画の収益計画収益計画

4.4

6.0

17年度 20年度

％

138

170

17年度 20年度

億円

コア実質業務純益当期純利益

ＲＯＥ（資本当期純利益率）

10.6

11.0

17年度 20年度

％

自己資本比率（国内基準）

１４



３３．．トップライン強化プラントップライン強化プラン

（（１１））法人営業戦略法人営業戦略

◎徹底した人材育成により、それぞれのお客さまに合った金融サービスを提供してまいります。

事業性貸出金増強額事業性貸出金増強額

うち県内事業性貸出金増強額うち県内事業性貸出金増強額

具具 体体 的的 施施 策策

１．渉外実践力の強化
２．法人向け専担部署の充実と重点地区への取組み
３．営業基盤強化運動
４．店舗別役割の見直し
５．新たなマーケットへの対応、政府系金融機関対策、法人取引
メイン化への取組み強化

１．法人営業部営業渉外課を主体とした対応

１．外部保証付商品の導入
２．ビジネスローンプラザの活用
３．小口審査体制の確立

【中堅・中小企業向け貸出金の増強】

【市場型間接金融等の推進】

【小口融資推進体制の確立】

（平残ベース、単位：億円）

10,149

１７年度 ２０年度（計画）

７，２１２ 約７，７００

１７年度 ２０年度（計画）

○ベスト・リージョナルバンクとして福島県内での存在感を高めていくため県内貸出金シェア４０％を目指し、渉外力強化を図るとともに
効率的・効果的な人員配置を実施。

○本部支援部署でのお客さま支援策の充実。
○ビジネスローンプラザの機能拡大と商品ラインナップの充実。
○法人取引先の預貸金シェアアップや役職員との取引を含めた法人取引メイン化の推進。

○ベスト・リージョナルバンクとして福島県内での存在感を高めていくため県内貸出金シェア４０％を目指し、渉外力強化を図るとともに
効率的・効果的な人員配置を実施。

○本部支援部署でのお客さま支援策の充実。
○ビジネスローンプラザの機能拡大と商品ラインナップの充実。
○法人取引先の預貸金シェアアップや役職員との取引を含めた法人取引メイン化の推進。

+ ８５０億円
程度

+４８０億円
程度

約11,000

１５



３３．．トップライン強化プラントップライン強化プラン

（（１１））法人営業戦略法人営業戦略 ～中堅・中小企業向け貸出金の増強～～中堅・中小企業向け貸出金の増強～

各各 施施 策策 のの 実実 施施 状状 況（１８年度上期）況（１８年度上期）

10000

11000

12000

13000

14000

15000

16000

17000

18000

17/3末 17/9末 18/3末 18/9末

１．「企業開拓プロフェッショナル講座」による交渉力、提案力を持つ企業開拓のリーダー育成（１８年度上期２２人受講）
２．行内留学制度「融資部トレーニー」による、財務分析力、業種別分析能力の強化（１８年度上期延べ２４人留学）
３．行内留学制度「融資部ステップアップトレーニー」による、女子行員の事業性融資業務への実践力強化（１８年度上期８人留学）

１．営業店に対する本部サポート機能強化の観点から組織改正を行い「法人営業部」を新設

１．推進対象先を選定し、それぞれの企業のニーズに則した対応方針を本支店一体となり策定し、取引開拓・拡大に向けた推進を展開

１．各営業店のマーケット特性を反映した店舗別の役割を明確にし、役割に応じた戦略的な予算配分を実施

１．ソフト開発企業に対する、東北地方の地銀では初めてとなる知的財産権を担保とした融資への取組み

【渉外実践力の強化】

【法人向け専担部署の充実と重点地区への取り組み】

【営業基盤強化運動】

【店舗別役割の見直し】

【新たなマーケットへの対応】

１６



３３．．トップライン強化プラントップライン強化プラン

（（１１））法人営業戦略法人営業戦略 ～市場型間接金融等の推進～～市場型間接金融等の推進～

各各 施施 策策 のの 実実 施施 状状 況（１８年度上期）況（１８年度上期）

4,220

2,900

1,800
2,300

7,500

0

2,000

4,000

6,000

8,000

16/上 16/下 17/上 17/下 18/上

0

1

2

3

4

金額 件数

シンジケートローンアレンジ実績シンジケートローンアレンジ実績

１．法人営業部営業渉外課が主体となった、様々な金融商品を駆使したソリューションの提案

２．次世代後継者向けセミナー「東邦ビジネスカレッジ」の継続開催によるお取引先とのリレーションシップ（信頼関係）の強化

【法人営業部営業渉外課を主体とした対応】

１７

シンジケートローン・私募債手数料収益の推移シンジケートローン・私募債手数料収益の推移

（件数）（百万円）
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147

494

964

1,204

1,340

0
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1,000
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16/上 16/下 17/上 17/下 18/上

328
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486

566 592

0

250

500

16/上 16/下 17/上 17/下 18/上

３３．．トップライン強化プラントップライン強化プラン

（１）法人営業戦略（１）法人営業戦略 ～小口融資推進体制の確立～～小口融資推進体制の確立～

スコアリング商品期中平残スコアリング商品期中平残

１．「東邦ビジネスローン『最融先』」の取扱開始
これまで以上に幅広いお客さまの資金需要に応えるため、
オリックス ㈱との提携により取扱開始

１．電話・ＦＡＸ・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等のﾀﾞｲﾚｸﾄﾁｬﾈﾙ主体の事業性融資推進

１．担保・保証に過度に依存しない融資の推進として、スコアリング
商品による事業性融資を推進しており、スピーディーな審査回答
を実現

【外部保証付商品の導入】

【ビジネスローンプラザ（ＢＬＰ）の活用】

【小口審査体制の確立】

（平残ベース）

１８

各各 施施 策策 のの 実実 施施 状状 況（１８年度上期）況（１８年度上期）

ＢＬＰ受付の事業性融資期中平残ＢＬＰ受付の事業性融資期中平残

（平残ベース）

（百万円）

（億円）



３３．．トップライン強化プラントップライン強化プラン

（（２２））個人営業戦略（個人向けローン）個人営業戦略（個人向けローン） ～個人向けローン増強戦略～～個人向けローン増強戦略～

◎平成２０年度末での個人向けローン残高６，０００億円を目標に、個人向けローンの増強に取組んでいきます。

１．建設関連業者とのリレーションの強化
２．ローン専門店の強化
３．住宅ローン金利の適正運用
４．住宅ローン自動審査システムのレベルアップによる新規案件の
取込強化

５．お客さまの視点に立った商品の創設・改訂
６．リフォームローンの推進強化
７．アパートローンの推進強化

１．無担保自動審査システムの「高度化」・「有効活用」および
外部個人信用情報機関の利用

２．お客さまのニーズにマッチした商品の創設・改訂
３．受付チャネルの拡充・積極活用

１．ローン事務の集中化・効率化による営業推進体制の整備
２．ローン研修制度の実施による人材育成・能力向上

個人向けローン増強額個人向けローン増強額

うち住宅関連ローン増強額うち住宅関連ローン増強額

具具 体体 的的 施施 策策

【住宅関連ローン推進による収益増強】

【一般個人向けローン推進による収益増強】

【営業店における推進体制の整備】

（平残ベース、単位：億円）

５，０４４

１７年度 ２０年度（計画）

４，３６６ 約５，２００

１７年度 ２０年度（計画）

○ローン専門店の強化、建設関連業者とのリレーションの強化。
○住宅ローン自動審査システムの高度化・モニタリングにより、収益性を確保しつつ更なるリスクテイクの実現。
○無担保自動審査システムの更改による諾否回答のスピード化、承認率の向上、およびリスク管理の強化。
○ローン事務の集中化・効率化等の業務再構築、および専門スキルを持った行員の養成による営業推進体制の整備。

+ ９００億円
程度

+８００億円
程度

約５，９００

１９



３３．．トップライン強化プラントップライン強化プラン

（（２２））個人営業戦略（個人向けローン）個人営業戦略（個人向けローン） ～個人向けローンの推進状況～～個人向けローンの推進状況～

●個人向けローンの推進体制

各各 施施 策策 のの 実実 施施 状状 況（１８年度上期）況（１８年度上期） ローン専門店の残高推移ローン専門店の残高推移

（末残ベース、単位：億円）

１．ローン専門店の強化
６ヵ店目のローン専門店として、白河ローンセンターを１８年４月に
新設。白河エリアにおいても相談業務の強化、スピード回答（最短
当日）を実現

２． 「３大疾病特約付団体信用生命保険」付住宅ローンの取扱開始
３大疾病特約により「ガン」「急性心筋梗塞」「脳卒中」に罹患した
場合も住宅ローンが全額返済

３．ＣＳＲの観点から「少子高齢化」「環境保護対策」に配慮した金利
優遇を開始

１．「休日ローン相談会」（統一開催）の実施
１８年度上期は４月、５月、９月の計３回開催

【営業店における推進体制の整備】

【住宅関連ローン推進による収益増強】
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残高1,000億円を突破残高1,000億円を突破

ローン専門店
ローンプラザ福島、ローンプラザ須賀川、ローンプラザ会津、
郡山ローンセンター（新さくら通り支店内）、白河ローンセンター（新白
河支店内）、いわきローンセンター（いわき鹿島支店内）

２０



３３．．トップライン強化プラントップライン強化プラン

（（３３））個人営業戦略（預かり資産）個人営業戦略（預かり資産） ～預かり資産増強戦略～～預かり資産増強戦略～

◎平成２０年度末での投資商品残高６，０００億円を目標に預かり資産の増強に取組んでいきます。

預かり資産残高計画預かり資産残高計画

２，９４６ 約５，７００

１７年度 ２０年度（計画）

うち個人年金保険残高計画うち個人年金保険残高計画

１９５

１７年度 ２０年度（計画）

+３００億円
程度

うち株式投信残高計画うち株式投信残高計画

５９１ 約１，８００

１７年度 ２０年度（計画）

+１，２００億円
程度

１．預かり資産の専担部署の設置による営業店の販売支援体制構築

１．「預かり資産アドバイザー」の育成 ＜３００名＞
２．「マネープランナー」の認定 ＜１５０名＞
３．「シニア マネープランナー」の認定
４．土休セミナーの活用、管理者研修、金融インストラクターの養成

１．「預かり資産推進リーダー」の配置
２．営業店「店頭渉外」人員の増強 ＜約１００名＞
３．販売促進ツールの導入 → 「統合営業支援システム」の導入
４．店舗環境整備

１．各種キャンペーンの実施
２．お客さま向けセミナーの実施
３．商品ラインナップの充実

具具 体体 的的 施施 策策

【営業店支援体制の構築】

【預かり資産販売担当者の育成】

【営業店販売体制の強化 ～「事務処理の場」から「店頭渉外の場」へ～】

【販売推進策 ～預かり資産残高6,000億円達成のために～】

４．本部による営業店販売支援
５．ダイレクトチャネルの活用 約５００

+２，７００億円
程度

（平残ベース、単位：億円）

○営業店支援体制の構築。
○預かり資産販売担当者の育成強化。
○営業店における販売体制の強化。

２１



３３．．トップライン強化プラントップライン強化プラン

（（３３））個人営業戦略（預かり資産）個人営業戦略（預かり資産） ～預かり資産増強戦略～～預かり資産増強戦略～

各各 施施 策策 のの 実実 施施 状状 況（１８年度上期）況（１８年度上期）
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626

781

243

93

148

199

223

0

1,000

2,000

3,000

16/9末 17/3末 17/9末 18/3末 18/9末

個人公共債 個人投信 個人年金保険

個人預かり資産残高推移個人預かり資産残高推移

1,835

2,969

2,593

2,227

3,338

（億円）

１．金融商品取引法を踏まえ、預かり資産の販売における推進体制を整備
する観点から、専担部署として「営業統括部」内に【金融商品課】を設置

１．経済環境を読み解き、金融商品との関連性等の基礎的実践力を習得
することを目的とした「預かり資産アドバイザー」の育成

２．１８年度上期には金融商品関連の土休セミナーを延べ７回開催

１．各店１名「預かり資産推進リーダー」を配置
２．証券仲介業の取扱店舗を拡大

１８年７月会津支店、１８年１０月郡山支店での取扱開始により取扱店
が３店舗に拡大

３．相談窓口の増設・リニューアル等の実施（９カ店）

１．お客さま向けセミナーの実施
各地区でお客さま向けセミナーを５８回開催

２．商品ラインナップの充実
投資信託に３商品追加

３．ダイレクトチャネルの活用
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞによる投資信託ｷｬｯｼｭﾊﾞｯｸｷｬﾝﾍﾟｰﾝを実施

【営業店支援体制の構築】

【預かり資産販売担当者の育成】

【営業店販売体制の強化 ～「事務処理の場」から「店頭渉外の場」へ～】

【販売推進策 ～預かり資産残高6,000億円達成のために～】
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４４．．地域活力サポートプラン地域活力サポートプラン

（（１１））経営支援・事業再生推進戦略経営支援・事業再生推進戦略

◎経営改善支援や事業再生支援に積極的に取り組み、活力ある地域社会の実現を目指します。

地域の活性化・地域活力の醸成地域の活性化・地域活力の醸成

経営改善支援経営改善支援 事業再生支援事業再生支援

１．全行体制による経営改善支援への取組み
２．特定の業種や地域等への重点的な支援の実施
３．「改善支援先」に対するランクアップに向けた取組み
４．融資部与信管理室によるモニタリング、側面支援
５．各種研修会等の積極的な開催

１．地場基幹産業を中心とした事業再生支援の継続的
実施による地域再生や地域経済の活性化

２．再生支援すべき対象先の絞込み
３．不良債権の集中管理体制の構築
４．「事業再生」「経営支援」に関するフィービジネス化検討

経営改善支援の取組み・企業再生の主な実績経営改善支援の取組み・企業再生の主な実績

１６年度 １７年度 １８年度

・スポンサーを活用した営業譲渡による

再生

・産業再生機構を活用した再生（大川荘）

・温泉街関係者を集めたシンポジウム開

催（参加500名）
・会社分割などを活用した事業再生

・「福島リバイタルファンド」を活用した事

業再生（東山三滝・くつろぎ宿）

・政府系金融機関との連携による再生

・福島県中小企業再生支援協議会との

連携による再生支援

・建設業を対象にしたＤＤＳによる事業

再生

・事業再生に際し協調行と連携した

シンジケートローン実行

・老舗旅館へのファンドを活用した事業

再生
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○自然環境保護ファンド「尾瀬紀行」を設立（１８年４月）
○当ファンドの販売会社及び委託会社が、それぞれ収受した信託報酬の一部を
（ 財）尾瀬保護財団へ寄付を行い、財団を通じて尾瀬地区の自然環境保護に貢献。

４４．．地域活力サポートプラン地域活力サポートプラン

（２）利用者の利便性向上戦略（２）利用者の利便性向上戦略

“お客さまの満足のために”の実践“お客さまの満足のために”の実践

ＣＳ向上への取り組みＣＳ向上への取り組みＣＳＲへの取り組みＣＳＲへの取り組み

具具 体体 的的 施施 策策

１．お客さまからの意見・要望等の吸収体制整備
２．営業店によるＣＳ向上体制整備
３．営業統括部内に専担部署として「ＣＳ推進室」を設置

取取 りり 組組 みみ のの 方方 向向 性性

１．ＣＳＲへの取り組み態勢の確立
２．環境的側面からのアプローチ強化
３．「ＣＳＲ専門委員会の設置」「ＣＳＲコンセプト・環境方針策定」等

※ＣＳＲ（Corporate Social Responsibility）…「企業の社会的責任」

当行は「法令等遵守」「商品・サービスの提供」「収益確保と納税」
「株主利益の保護」等を通じ、社会的責任を果たしていきます。

●ＣＳＲへの取り組み

当ファンド当ファンド 自然保護
活動

自然保護
活動

（財）尾瀬保護
財団

（財）尾瀬保護
財団

寄付金

寄付金
信託報酬

◎常に「お客さまの目線」を忘れることなく、企業理念＜経営姿勢＞“お客さまの満足のために”を実践していきます。

信託報酬
〈販売会社分〉

信託報酬
〈販売会社分〉

信託報酬
〈委託会社分〉

信託報酬
〈委託会社分〉

信託報酬
〈受託会社分〉

信託報酬
〈受託会社分〉
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５５．．その他その他

東邦銀行は、これからも“ふくしま”の発展とお客さまの豊かな暮らしづくりのた
めに力を尽くしてまいりますので、最寄の支店、もしくは下記専門店にお気軽にご相
談下さい。

●事業資金のご相談
・ビジネスローンプラザ ０１２０－１０４７－１７

●個人向けローンのご相談
・「福島」「郡山」「須賀川」「会津」「いわき」「白河」の個人向けローン専門店 ０１２０－６０８－１０４

●苦情等の受付窓口
・「お客さま相談室」 ０２４－５２３－３１３１

トーホーならトーホーなら いーないーな

ローンはローンは トーホートーホー

本資料には、将来の業績に係る記
述が含まれておりますが、こうした
記述は、将来の業績を保証するもの
ではありません。
将来の業績は、経営環境等の変化
等により異なる可能性がありますの
でご留意ください。

＜本資料に関するお問い合わせ先＞

東邦銀行 総合企画部

TEL ０２４－５２３－３１３１

FAX ０２４－５２４－１４２５
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